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論　　説

行政領域におけるデザインアプローチに含まれる
デザイン概念の理論的検討

三　好　春　陽＊

要　旨
　デザインアプローチを行政領域（Public Policy and Administration：以下 PPA）の
活動に取り入れる動きが増加している。このデザインアプローチとは，PPAにお
いて「新たな」デザインアプローチと呼ばれるもので，Policy through Design（デ
ザインによる政策）や Design for Policy（政策のためのデザイン）として学問領域
においても注目が高まっている（Bason, 2020; Mortati, Mullagh, and Schmidt, 2022）。
　しかし，行政学の視座からは，PPAにおけるこの新たなデザインアプローチの
導入や運用に関して，知識の体系化が不十分であると指摘されている（Clark and 
Craft, 2019; Howlett, 2020）。そこで本稿は，PPAにおける新たなデザインアプロー
チの導入・運用に関して，その知識の体系化の初期段階として，現在 PPAにおい
て検討されているデザイン概念をデザインマネジメントの視座から整理すること
を目的とした文献レビューを行った。具体的には，行政学の国際ジャーナルであ
る Policy and Politicsにおける 2020年の特集号を構成する 9編の論文のうち 7編を
精査し，PPAにおけるデザインアプローチがどのようなデザイン理論に基づいて
いるのかを考察した。
　その結果，PPAにおけるデザイン概念の多様性が示されるとともに，行政学の
視座からの指摘の通りその体系化の不十分さが明らかになった。また PPAにおけ
るデザインアプローチの適用や導入の潮流は，デザイン研究で議論されてきたデ
ザイナーの問題解決や認知活動をイノベーションの源泉とするという志向や考え
方を直接に取り入れるものではなく，ビジネス領域で発展したアプローチを参照
することで，「デザイン」という概念を二次的に適用・導入しようとする傾向があ
ることが示唆された。
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Ⅰ．はじめに：行政領域におけるデザインアプローチへの注目と課題

　デザインアプローチを行政領域（Public Policy and Administration：以下 PPA）の活動に取り

入れる実践が増加している。日本国内では 2018年に「デザイン経営宣言（経済産業省・特許

庁，2018）」が発表され，特許庁による「特許庁デザイン経営プロジェクト」が開始された。

2022年には，経済産業省が主導する「JAPAN＋ D」が発足し，デザインアプローチを政策の

立案と実施に組み込む取り組みが展開されている。ここでいうデザインアプローチとは，PPA

において「新たな」デザインアプローチと呼ばれるもので，Policy through Design（デザインに

よる政策）や Design for Policy（政策のためのデザイン）として学問領域においても注目が高

まっている（Bason, 2020; Mortati, Mullagh, and Schmidt, 2022）。しかし，行政学の視座からは，

PPAにおけるこの新たなデザインアプローチの導入や運用に関して，知識の体系化が不十分で

あると指摘されている（Clark and Craft, 2019; Howlett, 2020）。

　そこで本稿は，PPAにおける新たなデザインアプローチの導入・運用に関して，その知識の

体系化の初期段階として，現在 PPAにおいて検討されているデザインアプローチに含まれる

デザイン概念をデザインマネジメントの視座から整理することを目的とする。具体的には，行

政学の国際ジャーナルである Policy and Politicsにおける 2020年の特集号を構成する 9編の論

文のうち 7編を精査し，PPAにおけるデザインアプローチがどのようなデザイン理論に基づい

ているのかを考察する。

　本稿では，八重樫・安藤（2019）が提示した，デザイン研究におけるデザイン理論の 5つの

ディスコースの枠組みを参照して整理を行う。八重樫・安藤（2019）における 5つのディス

コースは，デザインマネジメント研究の一貫として整理されている。そのため，この分類に基
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づいた検討は，PPAにおけるデザインアプローチをデザインマネジメントの視座から捉えるも

のであり，知見の体系化のための初期段階となると考える。

　Policy and Politicsの特集号は，PPAにおけるデザインアプローチの批判的検討に焦点を当て

た特集号であり，今日の PPAにおけるデザインアプローチの導入と運用に関する課題を提示

している。2023年 10月に Policy-Making as Designing: The Added Value of Design Thinking for Public 

Administration and Public Policy（van Buuren et al. 2023）として再編出版されており，刊行から

4年経つ今日においても PPAにおける新たなアプローチについての重要な論点を示しており，

本稿が目的とする PPAにおけるデザインアプローチに含まれるデザイン概念の検討に適する

ものと考える。『デザイン科学研究』の前号 Vol.4 （1） に掲載されている中山・岡本（2024）

でもレビューの対象となっている。中山・岡本（2024）は，レビューに基づいてデザイン研

究において政策立案や行政を扱う際の視点を整理している。他方で本稿は，デザインマネジ

メント研究の視座から PPAにおけるデザイン実践を検討していくための基盤を提供するもの

である。

Ⅱ．PPAにおけるデザインアプローチの理論的検討

1． van Buuren, Lewis, Guy Peters, and Voorberg (2020) “Improving Public Policy and 

Administration: Exploring the Potential of Design.”

　van Buuren et al.（2020）は，行政領域の実践において台頭するデザインシンキング（Design 

thinking; 以下 DT）をはじめとした新たなデザインアプローチと行政領域で研究されてきた古

典的なデザインアプローチとの関係を検討し，今日の行政領域においてデザインアプローチと

呼ばれているものを 3つに分類するフレームワークを提示している。表 1はそのフレームワー

クである。

　分類の 1つ目は①最適化としてのデザイン（Design as （bounded） optimisation）である。これ

は，ある問題に対する最良の解決策を見つけるための手法である。この種類のデザインアプ

ローチは複雑な問題の単純化や，解決策としてまとめることを目的としている。Simon（1969）

によるデザインの定義と，そこから派生したデザイン科学としての公共政策，政策デザイン研

究の流れを汲んでいる。今日の行政領域のデザインアプローチとして最も採用されており，合

理性や客観性に基づく政策立案の公的なプロセスと相性が良い。

　分類の 2つ目は②探索としてのデザイン（Design as exploration）である。これは，政策や行

政サービスの創造に関して，立案者の創造性を高め，学習や実験を促進するための手法であ

る。この種類のデザインアプローチは今日の複雑な状況に対して新しく創造的な解決策を見出

すことを目的としている。具体的には，リビングラボや政策実験，プロトタイピングなどによ

る‘learning-by-doing’によって創造性を促進する手法が該当する。また，カスタマージャー

ニーマップやブループリントなど，状況をビジュアライズする手法も探索としてのデザインに



44 デザイン科学研究（Vol.4  No.2）

分類されている。

　分類の 3つ目は③共創としてのデザイン（Design as co-creation）である。これは，共創，対

話，センスメイキングの共有のための手法である。伝統的に政策立案に関わってきた専門家や

コンサルだけではなく，市民や NGOなど複数の利害関係者との共創を志向するコ・デザイン

概念を中心として，参加型の様々な実践がここに含まれる。また，ステークホルダーの範囲を

拡大することで，問題のリフレーミングを可能にする可能性があるのがこの種類のデザインア

プローチであるとする。しかし，この種類のデザインアプローチについては実証的な研究がほ

とんどないと指摘している。

　これら 3つの種類のデザインアプローチでは排他的ではなく，特に探索としてのデザインと

共創としてのデザインは相補的に作用すると考えられている。デザインアプローチによる行政

領域の実践への貢献を示すために明らかにされなければならない今後の課題として，デザイン

の政治的側面，共同意思決定の実態，デザインアプローチが適する文脈と適さない文脈の特定

が挙げられている。

 

2． Hermus, van Buuren, and Bekkers (2020) “Applying Design in Public Administration: A 

Literature Review to Explore the State of the Art.”

　Hermus et al.（2020）は，PPAにおけるデザインアプローチの応用実践をレビューし，デザ

インアプローチを 6つに類型化した論文である。レビュー対象は 1986年から 2016年までに報

告された 92編の論文となっている。

　実践の分析では，Sanders（2005）によるデザインアプローチの分類と Brown（2009）のデ

ザインプロセスのフレームワーク，の 2つが分析枠組みとして採用されている。Sanders（2005）

による分類は，人間中心のデザインアプローチの目的を，情報を与えることと，インスピレー

ションを与えることの 2つに分けるものである。前者をインフォメーショナルアプローチ，後

表 1：PPAにおけるデザインアプローチの 3 類型（van Buuren et al., 2020, p.11より筆者翻訳）

最適化としてのデザイン 探索としてのデザイン 共創としてのデザイン

ロジック 知識を最適な解決策へと翻
訳する営みとしてのデザイ
ン

問題に対する新たな解決策
を見出す創造的な営みとし
てのデザイン 

関係するすべてのアクター
が問題と解決策の定義に関
与する参加型の取り組みと
してのデザイン

手法 形式知を人工物（＝政策・
行政サービス）に翻訳する
ためのツール 

発想の転換（out-of-the-box）
とイノベーションを促進す
るツール 

対話とインタラクションを
促すツール 

動機 利用可能な最良の知識を解
決策に統合することは，実
践における問題の解決を助
けることができる

DTは，解決策の幅を広げ，
創造性を促進し，想像力を
高めることができる 

デザインプロセスは，関係
者を結びつけ，学びを促進
し，合意形成を築くことが
できる 

関連概念 - Evidence-based design
- Scientific design
- Knowledge-based design
- Design as problem-solving

- Design-thinking
- Open  innovation
- Design as imagination

- Co-design
- Collaborative design
- Participatory design
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者をインスピレーショナルアプローチと呼称する。インフォメーショナルアプローチは，主に

過去の実践やデータから演繹的に解決策を導く。そのため，このアプローチは，PPA領域にお

ける価値観，ガバナンス構造，政策理論を前提として考慮し，体系化された方法によって，所

与の目標を達成するための最適な方法を開発することを目指す。他方でインスピレーショナル

アプローチは，デザインしたものが将来的にどう使われるか，つまり市民や政策立案者による

政策や行政サービスの経験を重視する。そのため，ステークホルダーの視点を計画と実施に含

み，問題をより共感的に理解することを通した，よりよい解決策の創出を目指す。このような

共感に基づくアプローチは，組織的・手続き的なサイロ，確立されたヒエラルキー，官僚的な

カテゴリーを超越する可能性を有しており，PPAの現状に挑戦するアプローチであると考えら

れている。

　Brown（2009）のデザインプロセスのフレームワークは，デザインプロジェクトの一連のプ

ロセスを着想空間，観念化空間，実現化空間の 3つの空間で表現する。Hermus et al.（2020）

は，PPAにおけるデザインアプローチの応用実践の特徴をそれぞれの空間に分けて分析してい

る。着想空間は，現状におけるニーズ，不足，機会を特定するプロセスとして位置付けられて

いる。そのためどのようなデザインを志向しているか，デザインの目標もここで設定される。

Hermus et al.（2020）が検討した実践の半数以上がここではインフォメーショナルアプローチ

を採用していた。この空間におけるインフォメーショナルアプローチは，科学的データや過去

の経験を目の前のコンテキストに適用し，解決策の選択肢を生み出す体系的な方法を提供する

ことを目的とする。他方でインスピレーショナルアプローチは，知識を適用するよりも，知識

を生成することに重点を置く。ユーザーや関係者の視点を取り入れ，彼らの経験や暗黙知

（tacit knowledge）を引き出し，それらを統合することで，デザインが機能すべき目の前のコン

テキストに関する知識を得ることを志向する。また，インスピレーショナルアプローチでは着

想空間は続く 2つの空間に重なる瞬間もあるなど，段階的なプロセスではなく，全体的なもの

として現れている。

　観念化空間はアイデアを生み出し，発展させ，プロトタイピングし，テストするところまで

を含むプロセスとして位置付けられる。そのため各事例で創造されたソリューションが示され

る。まずアイデアの創出に関して，インフォメーショナルアプローチは，信頼性と妥当性が高

い，厳密な分析プロセスに基づいてアイデアを導く。他方で，インスピレーショナルアプロー

チは，創造性（generativity），喚起性（evocativeness），関連性（relevance）を重視するため，

実験的にプロトタイプを構築し，テストしながらアイデアを創出し進化させる。そのため，予

測不可能な要素も受け入れ，参加者の積極的な関与を通じたよりオープンなプロセスとして進

行していく。さらに Hermus et al.（2020）は観念化空間において，ソリューションのために用

いられたアプローチの種類に注目し，政府レベルと関連を明らかにしている。まずインスピ

レーショナルアプローチは，地方の自治体や大学内などで用いられていた。他方で，中央政府

レベルや超国家レベルでの取り組みでは，インスピレーショナルアプローチはほとんど採用さ
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れておらず，ほとんど全ての取り組みがインフォメーショナルアプローチを採用していた。

　実現化空間は，前空間で実験されたソリューションを実際のコンテクストの中に実装し，使

用する。この調査では，実装まで行われた実践は過半数を割っており，実装された実践はイン

フォメーショナルアプローチよりもインスピレーショナルアプローチを採用しているものが多

かった。実装が行われた実践のうち，インフォメーショナルアプローチは，確立された計画や

科学的知識に基づくことで人々の支持を生み出し，デザインされたアイデアの確かさを主張す

ることでアイデアの実装を促していた。他方でインスピレーショナルアプローチは，将来の実

装に焦点を当てており，ユーザーや現場のフィードバックを重視したプロセスを辿る。特に，

実装プロセスを通した現場のオーナーシップの醸成や受容度を高め，将来の実装への貢献を目

指していた。またいずれのアプローチでも，行政組織からの依頼によって始まったプロジェク

トであれば実装可能性が高かった。

　以上の分析から，Hermus et al.（2020）は PPAにおけるデザインアプローチを，2つのアプ

ローチの種類とそれぞれの空間の要点を軸とし，6つに類型化している（表 2）。インフォメー

ショナルアプローチは，着想空間における理論主導デザイン，観念化空間におけるエビデンス

主導デザイン，実現化空間における合意主導デザインの 3つに分けられている。インスピレー

ショナルアプローチも同様に，統合志向デザイン，ユーザー志向デザイン，変革志向デザイン

として分類されている。

　Hermus et al.（2020）はこれまでの多くの研究が，PPAにおけるデザインアプローチやデザ

インプロセスのいくつかの要素に言及するだけで，それらの知見に関する分析的・体系的な検

討を欠いていると指摘している。PPAにおいてデザインがどのように，そしてなぜ機能するの

かを明らかにすることは，学術的知識の実社会への貢献のために不可欠である。Hermus et 

al.（2020）による類型化は，PPAにおけるデザイン手法の体系的な分析を促進し，デザイン方

法論の基盤構築に役立つものであるが，さらなる厳密な分析が必要とされている。

3． Howlett (2020) “Challenges in Applying Design Thinking to Public Policy: Dealing with the 

Varieties of Policy Formulation and Their Vicissitudes.”

　Howlett（2020）は，DTの行政領域への適用の課題を，行政領域における伝統的な政策デザ

インとの比較によって分析した論文である。

　現在，政策デザインの分野では，伝統的な政策科学に基づくデザインアプローチと，製品開

発などの領域で発展してきた DTを取り入れる新たなデザインアプローチとの間で議論が行わ

表 2：PPAにおけるデザインアプローチの 6 類型（Hermus et al., 2020, p.33より筆者作成）

 インフォメーショナルアプローチ インスピレーショナルアプローチ 

着想空間 - 知識重視 理論主導デザイン 統合志向デザイン 

観念化空間 - 情報理解重視 エビデンス主導デザイン ユーザー志向デザイン 

実現化空間 - 実装重視 合意主導デザイン 変革志向デザイン 
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れている。

　両デザイン志向の類似点として，政治的な思惑など非デザイン志向の政策形成過程によって

策定される政策の費用対効果の低さを克服するために，知識や分析を重視する点が挙げられ

る。他方で両アプローチの相違点は，①政策形成活動の理解，②イノベーションに関する意

識，③専門家と市民の参加，④政策の背景文脈の明確化と理解，⑤実現可能性の考慮，の 5つ

の観点から分析されている（表 3）。各観点から示される，DTアプローチの課題は以下の通り

である。

 -  政策形成への理解：DTアプローチは政策形成における政治的な側面や制約への理解を欠く。

政策策定活動の中での自らの位置付けや，限界についての自己反省性に欠ける。

 -  イノベーションに関する意識：DTアプローチは実現可能な政策代替案とはどういうものか

という点に関する理解に欠けており，政策形成に関わる活動のごく一部しか捉えていない。

 -  専門家と市民の参加：一般市民の間で人気が高い，または知名度がある政策ツールの採用

に限定されるに留まる，政策実現不可能な手段の提案になるなど，そもそも政策として機

能しない可能性がある。

 -  政策の背景文脈の明確化と理解：コ・デザインや DTによるアイデアを，優れた政策代替案

として実現するための政策ツールの背景や原則の明確化がされていない。

 -  実現可能性の考慮：実現可能性を高める取り組みとしての政策ラボの設立の実践で得られ

た洞察は，政策形成に関与する体系的な手法としての DTアプローチの形成に至っていな

い。

表 3：伝統的な政策デザインとDTアプローチの相違点（Howlett （2020）， pp52-57より筆者作成）

伝統的な政策デザイン DTアプローチ

政策形成へ
の理解

政策形成における政治的な側面や制約，他
の政策形成方法を理解しており，政策策定
活動における自身の位置づけや限界の確認
や，克服のための手段を講じることができ
る。

新しいアプローチの採用，アイデアの創出，
問題の再定義に重点を置く。他方で政策形
成における政治的な側面や制約への理解を
欠く。

イノベー
ションに対
する意識 

政策課題や解決策そのもののイノベーショ
ンを重視しない。過去の事例を分析し，革
新的な政策を実現するための政策プロセス
の明確化を目指す。

政策課題や解決策のイノベーションを重視
する。そのための新しいアプローチやア
イデアの明確化，問題の再構築やアイディ
エーションにフォーカスする。

専門家と市
民の参加

専門家による情報提供を重視する。専門的
な知識を政策課題や解決策の明確化に応用
することを重視する。政策の基本的な構成
要素に関する詳細な知識が必要。

群衆や一般市民による知識提供を重視す
る。専門家のクラスターを分解し，一般市
民に対してオープンにすることで革新的な
政策代替案の形成に役立つと考える。

政策の背景
文脈の明確
化と理解

政策ツールの効果的な選択と配置に関する
背景文脈や原則を明確にすることがアプ
ローチの目的に含まれている。

革新的な政策形成手法であるという点を強
調する一方で，具体的な策定に関わる背景
文脈の明確化と理解がない。 

実現可能性
の考慮 

政策の実施段階での障壁や制約を考慮し，
実現可能性を高めることに重点を置く。望
ましいガバナンスの状況と，政府／非政府
アクターが利用できる実際の資源の両方を
考慮する。

実現可能性を高めるために政策ラボの設立
を促している（McGann et al., 2018）。
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　以上の検討から，Howlett （2020）は，DTアプローチを非実現的なアイデア発想で終わらせ

ないようにするための課題として，政策ツールや政策形成活動，政策立案者への制約に関する

伝統的なアプローチからの教訓を取り入れる必要性を示している。

4． Waardenburg, Groenleer, and De Jong (2020) “Designing environments for experimentation, 

learning and innovation in public policy and governance.”

　PPAにおけるデザイン概念は，Simon（1969）が提唱したデザイン科学が浸透しており，ブ

ループリントやトップダウン型の政府機能と関連づけて理解されてきた。しかし，近年新たな

ガバナンスモデルとして，協働型コラボレーションによるデザインプロセスが注目されてい

る。しかし，そのガバナンスを実現するための環境についての検討は十分に行われていない

（Waardenburg et al., 2020）。そこでWaardenburg et al.（2020）は，組織犯罪対策ラボ（Organised 

Crime Field Lab: 以下 OCFL）の事例を通して，PPAに DTを導入するための環境条件について

実証的に検討している。

　研究方法は準実験的研究法とアクション・リサーチが採用されている。検討の結果，協調的

なガバナンスに基づくデザインプロセスを実現する環境を作るには，以下の 6つの条件が必要

だと明らかにされている。

 -  実践からのフィードバックのためのスペースと時間：デザイン環境は，実践からのフィー

ドバックを得るために，様々なアプローチを実践しプロトタイプ化するための空間と時間

を必要とする。

 -  構造化された問題解決プロセス：問題や解決策が明確でなく，実質的なコンセンサスが得

られていない場合，ディレクション側がフレームワークや足がかりを用意することが求め

られる。実質的な問題解決プロセスを構造化することで，コラボレーションの進展やデザ

インプロセスの促進が支援される。

 -  ボトムアップによる初期環境の設定：デザインの初期環境をボトムアップで構築すること

は，参加メンバー間の円滑な活動とデザインの促進のために重要である。ボトムアップに

よる初期環境の構築には，将来の協力者による問題の定義や選択を含む。

 -  チーム編成プロセスの促進：コーチによる共同ファシリテーション，メディエーションに

関するトレーニングの明示的な導入，チームワークの実践に関するコーチングなどのコラ

ボレーションプロセスの外部的な促進を提供することが重要である。

 -  中間管理職を巻き込んだアカウンタビリティ構造：定期的な進捗報告や中間管理職へのト

レーニングセッションなど，参加メンバーの直属の上司を巻き込み，デザインプロセスが

参加メンバーの日常業務の一環であると認識されることが必要である。

 -  長期に渡る進捗評価：デザインプロジェクトの進捗の様々な解釈を可能にするために，進

捗状況の評価会議は不可欠である。評価の際，PPAにおける協調的なデザインプロセスは，

単一の製品やサービスのためのデザインプロセスよりも展開に時間がかかる可能性がある
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ことを考慮しなければならない。

　さらにこれらの条件の抽出から得られたより一般的な洞察として，①政策のデザインと同様

にデザイン環境の設定も反復的なプロセスであること，②デザイン環境を最適化するには固有

の状況に合わせてカスタマイズする必要があること，の 2つが示されている。

　今後の展望としては，革新的なガバナンスによる政策デザインを可能にするために必要なデ

ザイン環境の条件が，異なる制度的／文化的／地理的／政策的文脈からも明らかになること

で，さらに実験的な手法を用いて検証可能になると考えられている。

5． Olejniczak, Borkowska-Waszak, Domaradzka-Widła, and Park (2020) “Policy labs: the next 

frontier of policy design and evaluation?”

　Olejniczak et al.（2020）は，エビデンスに基づいた政策（evidence-informed policies: 以下 EIP）

の強化のため，後述の 3つの政策評価の観点から政策評価の実践と政策ラボ（Policy Lab: 以下

PL）とのシナジーを検討している。この検討では世界中の計 20の政策ラボの実践を対象とし

ている。

　Olejniczak et al.（2020）は，調査した 20の政策ラボの検討から，政策ラボが用いているデ

ザインアプローチに関して，その志向を 2つに大分している。第一に，参加型志向のアプロー

チとして，エスノグラフィー，インタビュー，ワークショップ，クラウドソーシング，ブレー

ンストーミングなどのツールや手法に焦点を当て，さまざまなステークホルダーの代表者を巻

き込んで，解決策を探索・共創するアプローチがある。この志向では，人間中心アプローチと

して，市民のアイデアや解決策を歓迎し，曖昧さを受け入れ，コ・デザインが目指されてい

る。一部のラボでは，プロトタイピングやテスト段階で参加者を巻き込む必要性を強調し，解

決策の利用率を高め，受益者をエンパワーし，解決策を社会に定着させることまでを目指す。

第二に，行動洞察を活用したアプローチがある。これは，問題の探索，解決策の創造，解決策

のテスト，いずれの段階においても行動洞察のアプローチを用いて，行動のボトルネックの特

定や行動変容戦略による解決策の設計，小規模で低コストのテストを行うことで政策形成を行

う。

　Olejniczak et al.（2020）が明らかにした，従来の政策評価の課題と PLの活用によるシナジー

は以下の通りである。

1）介入の有効性の確立

　公共政策では，実施された介入が観察された変化にどのように因果関係を持つかを確認し，

価値を評価することが重要である。評価は，政策がどの程度成果を上げているかを示し，将来

資金を投入すべきかを判断するための指標になる。従来の政策評価体制の課題として，①因果

関係の把握の困難性，②評価基準や参照点の確立などの介入を評価する際の政治性，③評価を

行うタイムフレームの設定，がある。これらの課題の解決に対して，現在の PLはほとんど貢

献してない。むしろ政策評価の知見を取り入れることで，PLによって形成されるプロトタイ
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プやソリューションの信頼性や価値評価を向上させる可能性がある。また，現在の PLは短期

的な効果を重視し，RCTや満足度テストを通じて迅速な成果を目指す傾向がある。そのため，

評価を行うタイムフレームの設定に関する政策評価の知見を取り入れ，将来的には価値評価の

ために高度なアプローチを採用することが推奨されている。

2）有効な介入のメカニズムの説明

　より効果的な介入を可能にするため，政策介入がどのようにして期待する行動の変化を引き

起こすのか，政策対象者の行動変容のメカニズムを明らかにする必要がある。しかし，従来の

政策評価では，政策のインプットが成果に直接結びつくと見なす場合が多く，実際のメカニズ

ムについてはブラックボックスになっている。PLは，エンドユーザー（政策対象者）の特定，

理解，対象化に注力する中で行動科学の知見を取り入れており，政策対象者の行動のボトル

ネックや認知バイアスを特定することで，ブラックボックス化しているメカニズムの解明に貢

献する。また，PLで用いられる 5段階の REACTプロセス（探索，分析，創造，試行，評価）

は，評価実践の理論構築プロセスよりも簡単にメカニズムの仮説を創造し検証するものであ

る。REACTプロセスは，問題解決の一部として人間が行う日常的な仮説検証のプロセスと一

致している。そのため，より直感的であり，実務家が政策評価にアクセスしやすくなる。

3）政策評価の政策への反映

　政策評価の結果は政策に反映されてこそ価値がある。しかし従来の政策評価実践の多くは，

政策策定プロセスにタイムリーに反映させるのは困難であった。具体的には，①評価実践と政

策策定との間のタイムラグ，②評価者と意思決定者の間の志向のギャップといった課題が従来

の政策評価には存在する。第一に PLは，小規模なプロトタイピングのテストや事前のパイ

ロットプロジェクトを通じて政策プログラムの実現可能性やスケーラビリティを柔軟なタイム

フレームで検討できるため，評価実践と政策策定との間のタイムラグを大幅に改善する可能性

がある。第二に，PLでの実践の多くは参加型志向であり，PLは意思決定者やステークホル

ダーが協働で政策をデザインする「安全な場」としての役割を持っている。この協働の場は政

策フィードバックループを構築し，政策実務における評価結果の活用を支援する。さらに，意

思決定者が評価者とともに評価プロセスの初期段階から協働することで，政策評価が意思決定

プロセスと直結したものになる。

　以上の検討から，Olejniczak et al.（2020）は PLが PPAにおける確立された実践に代わるも

のではなく，むしろ既存の実践や手法，理論と組み合わせることで，相互に利益をもたらすシ

ナジーを生み出すことができることを明らかにしている。PLの実践が，政策評価の課題のい

くつかを解決しうる一方で，政策評価の知見は，今日の PLが欠いている組織間の協力や政治

的言説を含む組織学習を推進する複雑なメカニズムについての認識を補い，PLがシステム的

な影響力と組織の持続可能性を追求する指針となると指摘している。
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6． Lewis, McGann, and Blomkamp (2020) “When design meets power: design thinking, public 

sector innovation and the politics of policymaking.”

　第一に Lewis et al.（2020）は，PPAにおける DTについて，伝統的なデザインアプローチ

（合理的プロセスモデル／参加型モデル）との比較でその革新性を検討している。合理的プロ

セスモデルは，問題があらかじめ定義され，データ収集，予測，モデル分析といった手順を通

じて体系的に解決策を導き出すことを特徴とする。他方で，参加型モデルは，民主的な意思決

定，協調的なプロセス，透明性と公平性を特徴とする。特に参加型プロセスは，DTアプロー

チと類似しているように見えるが，実際には多様なステークホルダーを参加させる目的が異な

る。参加型モデルでは，市民の参加による民主的な意思決定が目的となるが，DTでは多様な

参加者による創造性の促進が目的となる。検討の結果，DTの革新性は，政策立案の認識的枠

組みの中に，想像力，創造性，遊び心を取り入れる，の 3点によって特徴づけられることが示

されている。つまり，DTの適用は政策立案プロセスを，より自己修正的で不確実で曖昧なプ

ロセスとして再構築する。しかし，実際にデザインが期待されるような革新性を発揮するため

には，政府の中でどのように運用されるかが重要となることが指摘されている。

　そこで Lewis et al.（2020）は，第二の検討としてオーストラリアとニュージーランドにおけ

る公共イノベーションラボ（public sector innovation lab: 以下 PSIラボ）の分析を行うことで，

DTの採用による政策システムへの影響を明らかにしている。Lewis et al.（2020）は PSIラボ

図 1：PSI ラボが（非常に）頻繁に用いている手法の調査結果

（Lewis et al., 2020, P.121 より筆者作成）
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を，DTを PPAに導入し，政策課題の再構築や解決策の創出に取り組む先駆的な存在，政策起

業家であると考えている。

　分析の結果，PSIラボは人間中心アプローチの採用や市民との対話の場の形成によって，政

策形成のプロセスにいくつかの新しい視点を提供している（図 1）。しかし，調査が行われた

2018年時点では，DTの推進者によって想定されているような意思決定のための実践やモデル

の変革を促すような政策プロセスへの影響力はほとんど確認されなかった（図 2）。

　PSIラボが取り組むイノベーションの段階実践に関する調査結果では，イノベーションサイ

クルのうち問題のスコープと提示，アイデアの創出，多少頻度が落ちて解決策のプロトタイピ

ングまでしか携わらない場合が多いことが明らかになっている（図 3）。

　Lewis et al.（2020）は，PSIラボの調査結果から，DTが政策システムへ与える革新的な影響

の不全について以下の 3点から指摘を行っている。第一に市民参加の志向が個別の問題解決に

適しており，より上のレイヤーからの政策プロセスの変革にはつながらない。第二に組織構造

の点から，PSIラボが各行政レベルの単一の組織に紐づけられる形で存在しているために，「公

共部門全体の変化を触媒し，後押しする（Lewis et al., 2020）」能力が制限されている可能性が

ある。第三に，DTは「厄介な問題」に創造的に対処するために時間を費やすが，政治的なコ

ンフリクトが多く存在する政策決定活動に対しては指針を提供しないため，個別サービスへの

注目に終始する可能性がある。

　このままスケールアップが図られなければ，PPAにおけるデザインアプローチの活用では，

政策決定そのものをデザインするには至らず，意思決定者が従来の政策決定プロセスの中で利

図 2：PSI ラボが（非常に）頻繁に関与する PPA のデザインレベル

（Lewis et al., 2020, P.122 より筆者作成）
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用可能なアプローチとしての評価に留まる可能性がある。そこで，PPAにおける DTのより広

い可能性を検討するためには，多層的な政策背景のもとで，DTが適する文脈の特定などが行

われなければならない。適所で力を発揮する DTは，伝統的な政策デザインや政策決定プロセ

スと相補的に機能しうる可能性がある。そのような相補性を発揮するためには，政策立案者が

DTからの洞察や利益をうまく従来の政策プロセスや政策デザインに取り入れる方法を学ぶこ

と，反対にデザイナーが政策プロセスの政治的側面に対処する方法を学ぶこと，の 2つが重要

であると指摘されている。

7．Peters (2020) “Designing institutions for designing policy.”

　Peters（2020）は，革新的な政策を作るためのデザインアプローチの活用に関して制度的・

組織的側面からの障壁と，ラボ等のデザイン組織としてデザインアプローチを制度化する際の

ジレンマを明らかにしている。

　Peters（2020）は公共政策の策定と実施は本質的にデザイン活動であるとする Simon（1969）

の主張を検討の前提とする。このデザイン活動とは，社会に存在する問題を認識し，その問題

を取り巻く力学を理解し，解決策を考える活動を指す。その上で，実際に PPAの実践におい

て採用されているデザインアプローチには，旧来の政策デザインアプローチと近年新しく注目

される DTアプローチとの 2つがあることを指摘する。旧来の政策デザインアプローチは，技

術的なアプローチを特徴とし，問題に対して有効な解決策のメカニズムの創出を目的としてい

た。しかし，政策デザインのアプローチは，現実の政策が内包する複雑さに対応できず，当初

図 3：PSI ラボが（非常に）頻繁に取り組むイノベーションの段階

（Lewis et al., 2020, P.123 より筆者作成）
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期待されたほどの成果を得られなかった。

　他方で DTアプローチについて，Peters（2020）は，「問題の解放・幅広い介入可能性の検

討」，「オープンかつ参加型のプロセス」「曖昧さの存在」「体系的な問題解決」の４つを原則と

して挙げている（表 4）。

　このような新しいデザインアプローチ導入の障壁を，制度的・組織的な観点から，「政治的

要因」，「組織文化」，「社会的アクターとの連携」，「マネジメントの影響」，4種類に整理して

いる。表 5は，4つの障壁について，Peters（2020）の主張を整理したものである。

　上記の障壁はいずれも行政組織が自らその行動パターンや価値観を再生産するものであり，

デザインアプローチへの抵抗力として働き続けている。そこで制度的・組織的な抵抗を避ける

ため，デザインアプローチを採用した機関をラボなどの形で既存の組織の外部に置くことがあ

表 4：Peters（2020）における新たなデザインアプローチの原則（Peters, 2020, pp.134-135より筆者作成）

原則 説明

問題の探索範
囲を広げる 

新たなデザインアプローチの最も基礎的な原則。従来のアプローチは迅速に特定の解決
策に絞るのに対し，新たなデザインでは問題を広く捉え，多様な介入手段を検討してか
ら解決策を絞り込む。

オープンかつ
参加型のプロ
セス 

より多くの関係者を巻き込むことで，幅広い視点を取り入れた解決策を見つけやすくな
る。特に市民との協調が注目されているが，全ての新しいデザインアイデアが市民と協
調的であるわけではなく，適切に動機づけられた専門家グループの関与を求める場合も
ある。

曖昧さの容認 現実の政策課題は高い複雑性を内包している。この曖昧さの存在を認めた上で，ビジネ
ス領域における「戦略的アジリティ」のような柔軟性が必要だと考えられる。

体系的な問題
解決 

政策課題は単一の領域に限定されないため，様々な領域を横断した体系的な問題解決が
求められる。体系的なデザインアプローチの実施のためには，既存の境界を超えた制度・
組織・個人が必要である。

表 5：PPAにおけるデザインアプローチ導入の障壁（Peters, 2020, pp.137-139より筆者作成）

種類 概要

政治的要因 - 政策設計には常に政治的要素が関わり，技術的なアイデアだけで進めるのが難しい場合
が多く存在する。

- 政府の体制や政治的制度により，創造的なアプローチが制限されることも多く，合意形
成に時間がかかる場合もある。

- 政治家は次の選挙が，官僚は次の人事評価が，時間的な制約として存在する。そのよう
な短期的な成果を求められる政治環境では，長期的かつ革新的な政策が採用されにくい
傾向にある。

- 垂直にも水平にも細分化されたシステム・組織構造を有するため，特定の問題に対する
革新的な政策をさまざまな領域から体系的に形成していくことができない。

組織文化 - 強力な既存の組織文化が根付いているため，伝統的な価値観や手法が優先され，革新的
なアプローチが採用されにくい。

- 人種，性別，専門教育，そのほか多くの属性で多様性が低い場合には，革新的なアプロー
チはさらに敬遠される。

社会的アク
ターとの連携

- 現在の官僚的な組織において，政策に直接影響を与えるような社会的アクターとの接続
は，非常に狭いコミュニティに閉じており排他的である。

- オープンに集められた多くの社会的アクターの意見を政策に直接結びつけるような制度
化された経路がない。

マネジメント
の影響

- NPM（New Public Management）によってエージェンシー化が進むと，政策の立案と実施・
執行が分離される場合が多く，現場からボトムアップの情報が遮断される。
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る。Peters（2020）は，そのようなデザイン組織の外部化を行う際に遭遇するジレンマを「外

的なジレンマ」，「意思決定のパラドクス」，「内的なジレンマ」，「構造的ジレンマ」，「制度化の

ジレンマ」，「野心的ジレンマ」，の 6つに分類している。表 6はそれぞれのジレンマの詳細を

まとめたものである。

　以上の検討から，Peters（2020）は，デザインアプローチ自体の志向としても，政策形成を

取り巻く他の制度との兼ね合いとしても，新たなデザインアプローチに特化したデザイン組織

の設立が困難であると指摘する。少なくとも，現場の多くの状況において，従来の漸進的な政

策立案とそのための階層化された組織構造は有益であり，むしろ望ましい組織構造である。新

たなデザインアプローチは，自らが万能であるという前提を疑い，既存の制度的取り決めの中

で，競争力を維持し，既存のデザインへの付加価値を提供するような在り方についての検討が

必要である。

Ⅲ．本稿のまとめ

1．デザインアプローチに含まれるデザイン概念の理論的検討の整理

　本稿は，デザインマネジメント研究の視座から PPAにおけるデザイン実践の知見の体系化

を検討するための基盤を提供することを目的として，7編の論文を精査してきた。本章では，

デザインアプローチをどのように整理できるかを検討する。

　表 7は，八重樫・安藤（2019） によって提示されたデザイン理論の 5つのディスコースを体

系的に整理したものである。また，この整理は，八重樫ほか（2024） における言及も参照して

いる。ディスコースは，Simon（1969）に源流を持つ合理的でシステマティックな問題解決を

表 6：PPAにおいてデザイン組織の外部化を行う際に遭遇するジレンマ（Peters, 2020, pp.139-143より筆者作成）

種類 概要

外的なジレンマ
（external dilemma）

政策デザイン機関が創造的なアイデアを提案しても，従来の政策構造との調整
が難しく，既存の制度に受け入れられにくい場合がある。

意思決定のパラドクス
（decision-making 
paradox）

PPAにおいて，多くの利害関係者が拒否権を持った状態で参加する場は，革新
的な解決策に至る可能性が低い（Scharpf, 1988）。これはデザインの「参加型」
志向と相反する。

内的なジレンマ
（external dilemma）

デザイン機関がルールや規範に基づいて運営されると，創造性が制限されるこ
とがある。

構造的ジレンマ
（structural dilemma）

「市場型」，「ネットワーク型」，「階層型」のいずれの組織形態を選ぶかによって，
創造性と効率性のバランスが異なる。有効な組織構造の選択は，政策の対象領域，
市民社会の能力などのデザインアプローチ以外の要因に依存する可能性がある。

制度化のジレンマ
（institutionalisation 
dilemma）

機関として制度化されると，時間経過に伴いルーチン化し，初期の創造性や革
新性を失うリスクがある。

野心的ジレンマ
（ambitions dilemma）

デザインアプローチの導入に関する議論は，政策立案者が常に，革新的かつ大
胆な政策設計を推進することを志向していることを前提としている。しかし，
実際には多くの政策問題には段階的な改善や漸進的なアプローチが適している
場合も多く存在する。
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志向する「問題解決行動としてのデザイン」，Schön（1983）に源流を持つ状況との対話と問題

の設定を重視する「省察的実践としてのデザイン」，Buchanan（1992） に源流を持つ取り組む問

題の性質に着目した「リベラルアーツとしてのデザイン」，Cross（1984）以降のデザイン独自

の知識と文化と方法論に関する議論にもとづく「思考方法としてのデザイン」，Krippendorff

（1989）におけるモノの意味に着目した議論に端を発する「意味の創造としてのデザイン」，の

5つである。

　表 8は，本稿で精査した論文内におけるデザインアプローチが，デザイン理論の 5つのデザ

インディスコースのいずれの文脈からデザインを理解しているか，PPAにおけるデザインの捉

え方を整理したものである。検討の結果，5つのディスコースのいずれにも当てはまらないデ

ザインアプローチの特徴が見られた。それらの特徴は，参加型デザインとデザイン思考の 2つ

に大分され，表内に示されている。

　本稿におけるそれぞれの定義は次の通りである。参加型デザインは，北欧の労働運動におけ

る労働者自身による労働環境のデザインに源流を持つ（八重樫・安藤，2019；水野・廣瀬・木

許・田中，2018）。現在では，エンドユーザーやステークホルダーが製品やサービスのデザイ

ンプロセスに関与することで，顧客やユーザーの視点を持つ人自らが製品やサービスの使い勝

手の良さをデザインしていく手法として理解されている（Smith, Bossen and Kanstrup, 2018；八

重樫・安藤，2019）。

　デザイン思考は，広義にはデザイナーがデザイン過程で行う認知的活動であり，より狭義に

はそのプロセスを手法・ツール化してビジネス領域への適用を図られたものを指す。

Lockwood（2009） は，デザイン思考を「観察とコラボレーション，早期学習，アイデアのビ

ジュアライズ，コンセプトのプロトタイピングに特徴づけられる，人間中心のイノベーション

プロセスである」と定義している。本稿では，論文の精査段階で出てきた‘design thinking’

という語については，デザインシンキング（design thinking: DT）という単語を用いてきた。

これは，ビジネス領域で発展したイノベーション促進のための汎用化されたツールに限らず，

デザイナーがデザイン過程で行う認知的活動，あるいはそのうちいくつかの特徴を抽出した概

念という広義のデザインシンキングとして取り扱うためである。他方で，表内で示す「デザイ

ン思考」は，より狭義の意味で用いており，デザイン行為をビジネス領域で発展したイノベー

ション促進のための汎用化されたツールとして捉えるディスコースとして示すものである。

2．PPAにおけるデザイン概念の多様性

　本稿の検討から，次の 2点が明らかになった。

　第一に，“新しいデザイン”や“design-thinking”という語彙が同様に用いられている場合で

も，それらが内包するデザイン行為の捉え方（＝デザイン観）や概念が文献ごとに異なってい

ることが示された。「伝統的な政策デザイン」や「伝統的なデザインアプローチ」と呼ばれる

アプローチはいずれも人間の問題解決行動としてのデザイン観に基づいていた。他方で，“新
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しいデザイン”や“design-thinking”と呼ばれるデザインアプローチは，文献ごとに微妙にデ

ザイン行為の捉え方が異なっていた。さらに，ひとつの文献の中で示されるデザインアプロー

チの特徴が，複数のデザイン行為の捉え方を反映している場合もあった。これは PPAにおけ

るデザイン概念の多様性を示すと同時に，PPAにおけるデザイン概念の体系的な整備の不足を

示唆している。

　第二に，PPAにおけるデザインアプローチの捉え方の傾向が明らかになった。

　まず人間の普遍的な問題解決行動としてデザイン行為を捉えるディスコースは，PPAにおけ

るデザインアプローチの中心的な視座の一つであった。このディスコースに基づくデザインア

プローチの理解は，さらに 2つに分けることができる。ひとつは，Simon（1969）のあるべき

姿を実現する人間の本質的行為（＝問題解決行動）をデザインであるとするデザイン観に基づ

き，行政学で独自に発展してきた政策デザインの文脈に載ったデザインアプローチである。こ

れは，Howlett（2020）や Peters（2020）で「伝統的な政策デザイン」と呼ばれるデザインアプ

ローチ群が該当する。また，van Buuren et al.（2020）では，この政策デザインの流れを汲む，

問題に対する最良の解決策を合理的かつシステマティックに導くことを目指すデザインアプ

ローチが「最適化としてのデザイン」としてラベリングされている。この政策デザインの流れ

を汲むデザインアプローチは，PPAに特有の政策形成時に働く政治的な側面や制約を考慮した

独自の知見として体系化が図られている。もうひとつは，伝統的な政策デザインの知見の参照

に言及せず，ひとつの志向として人間の問題解決行動としてのデザイン観を反映しているデザ

インアプローチ群である。Hermus et al.（2020）や Lewis et al.（2020）に見られるデザインア

プローチが該当する。

　思考方法としてデザインを捉えた言及としては，van Buuren et al.（2020）において想像力へ

の言及が，Hermus et al.（2020），Lewis et al.（2020）の中で曖昧さや不確実性の受容について

の言及がされていた。

　他方でそれ以外のデザイン理論のディスコースに基づくデザイン行為の理解は見られなかっ

た。「省察的実践としてのデザイン」に関して，「問題の設定」や「問題の再構築」というキー

ワードは van Buuren et al.（2020），Howlett（2020），Olejniczak et al.（2020），Lewis et al.（2020），

Peters（2020）において散見された。しかし，いずれも後述の参加型アプローチとデザイン思

考のいずれかに内包される形で理解されており，専門家による状況との対話による問題の設定

という「省察的実践としてのデザイン」に特徴的な文脈は見られなかった。また，リベラル

アーツとしてデザインを捉えるデザイン観を反映したアプローチも，本稿で取り上げた論文の

中では見られなかった。他方で，Hermus et al.（2020）と Lewis et al.（2020）では，PPAにお

けるデザインアプローチへの注目の背景として，Buchananによるデザインの 4次元への拡張

に関する議論が用いられている。これは中山・水野（2021） において検討された，デザインが

行政領域を対象とし始めた背景に関する議論と同様であった。

　意味の創造としてのデザイン観を反映したアプローチも，本稿で取り上げた論文の中では見
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受けられなかった。精査の中では，そもそも「意味」に関する言及がなく，人工物としての政

策や行政サービスという視座が共有されているにもかかわらず，それらの物質的な機能がうま

く作業するかが関心の中心であり，どのような意味を媒介するかには関心がないことが示唆さ

れた。

　また，参加型デザイン／デザイン思考に基づくデザイン行為の捉え方は，いずれも本稿で検

討したほとんどの論文において言及があった。これは，PPAにおけるデザインアプローチの適

用や導入の潮流が，デザイン研究で議論されてきた「デザイナーの問題解決や認知活動をイノ

ベーションの源泉とする（八重樫・安藤，2019）」という志向や考え方を直接的に取り入れる

ものではなく，ビジネス領域で発展したアプローチを参照し，それを基に「デザイン」という

概念を二次的に適用・導入しようとしていることを示唆している。

Ⅳ．おわりに：今後の研究課題

　本稿は，デザインマネジメント研究の視座から PPAにおけるデザイン実践の知見の体系化

を検討するための基盤を提供することを目的とし，PPAにおけるデザインアプローチの特集号

に掲載されている論文 7編を精査し，検討を重ねてきた。その結果，行政学の視座から指摘さ

れてきた PPAにおけるアプローチの導入や運用に関する知識の体系化の不足は（Clark and 

Craft, 2019; Hermus et al. 2020; Howlett, 2020; Lewis et al., 2020; van Buuren et al., 2020），導入や運

用に関する知見のみでなく，デザインをどのように捉えるか，つまりデザインに何を期待する

のかというところから，合意がないことが明らかになった。ビジネス領域では，デザイナーが

デザイン過程で行う認知的活動の理解を通してデザイン概念の概念枠組み化は進められている

ものの，非デザイン領域や非デザイナーへの適用においてどのような実態や効果および課題が

あるのかについて，学術研究的な視野から明らかにする研究が不足していることを指摘してい

る（八重樫・後藤・安藤・森田，2021；安藤，2021）。そこで，今後の研究としてデザインマ

ネジメント研究の視座から PPAにおけるデザイン実践の知見の体系化を進める中で，前者に

ついては既存のデザインマネジメント研究の知見との接合を図ることでよりスムーズなデザイ

ン概念の体系化を進めるとともに，後者については PPAにおける実践や知見をデザインマネ

ジメント研究として参照できる形で蓄積していく必要がある。例えば，本稿で取り上げた，

Waardenburg and De Jong.（2020），Howlett（2020），Lewis et al.（2020）はまさしく非デザイン

領域や非デザイナーへの適用においてどのような実態や効果および課題を明らかにした研究で

あるが，いずれもデザインマネジメント研究からは独立しており，デザインマネジメントの視

座から参照できる形になっていない。このようなギャップを埋め，ひとつの非デザイン領域の

フィールドとして，PPAにおけるデザインアプローチの適用に関する知見を提供することが重

要であると考える。
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表 7：デザイン理論の 5 つのディスコース（八重樫・安藤， 2019; 八重樫ほか， 2024より筆者作成）

人間の問題解
決行動として
のデザイン

デザインを「あるべき姿を実現する人間の本質的行為（＝問題解決行動）」とする。
Simon（1969）における「目標の設定，現状と目標（あるべき姿）とのギャップの発見，それら特定の差異，
記憶の中にある，もしくは探索による，ある道具，または過程の適応というかたちで進行する」人間
の意思決定（＝問題解決行動）をデザインとする主張にもとづき，合理的でシステマティックな観点
から問題解決を体系化することを目指して，知見が蓄積されている。
また，デザイン行為に科学的な知識を活用するだけでなく，デザインを科学的な活動とみなす。

省察的実践と
してのデザイ
ン

デザインを「複雑に変化する状況に対応し，そこで生じる問題を捉え，自身の行為を修正していくと
いう『行為の中の省察』をもとにした社会的実践」とする。
このディスコースは，Schön（1983）における，「デザインとはプロフェッショナルとして，取り組む
問題特有の特徴を発見し，内省を行いながら思考や行動パターンを変化させていく省察的実践である」
という主張にもとづいており，「問題の設定」を重視する。
「問題の設定」の重視に関して Schön（1983）は，Simon（1969）に続くデザイン科学としての研究では 
「良定義問題」が所与とされていたことを指摘し，現実社会では自らが問題を定義していくことが問
題解決のためには重要であると考える。

リベラルアー
ツとしてのデ
ザイン

デザインを，「『問題と解決策のどちらもが明確でない状況』における問題解決」であり，単に科学的
な方法論では定義できない複雑性をもウィキッド・プロブレムを解決するための姿勢とみなす。
この「ウィキッド・プロブレム」は，今日様々な分野の人々が直面している問題の性質そのものある。
そのため，「複雑な問題に対応するための姿勢」としてのデザインはこれまで複数の分野において見
出され，研究されてきた。これは，Buchanan（2001）においてデザインの 4次元と呼ばれ，以下の 4
次元で示されている。
①記号および視覚的コミュニケーション（ビジュアルデザイン）
②有形物のあり方（インダストリアルデザイン）
③活動および組織化されたサービス（サービスデザイン）
④生活・仕事・遊び・学習のための複雑なシステムと環境（システムデザイン）

思考方法とし
てのデザイン

デザイン自体が独自の知識・文化と方法論を持つと考え，デザインを「本来探索的で無秩序であり，
問題の本質と解決策の妥当性は実際に解決策が提案されるまでは評価することができない」ものとす
る。
ナイジェル・クロスによる，デザインの専門性を明らかにしようとするデザイン方法論（Design 
methodology）に関する一連の議論（Cross（1984; 1990; 1999; 2000; 2011）に基づく。
クロスは，デザインの専門性を形作るのは，「デザイナーが知識を得る方法（designerly ways of 
knowing）」であるとする。デザイナーは問題状況との継続的なやり取りから得た経験を，新たに遭遇
したデザイン文脈に対して応用する。このような思考方法は，直感とアブダクション思考として，こ
のディスコースの中心的な議論となっている。
デザインの専門性
①新しく予期されていない解決策を創造する
②実践の問題に対して想像力と建設的な見通しを持って提案する
③問題解決にスケッチやモデルといった造形媒体を用いる
④限定された情報と不確実性の中で意思決定を行う
⑤構造化されていない問題やウィキッド・プロブレムを解決する
⑥ソリューションに焦点を当てた戦略を適応する
⑦生産的／創造的思考を取り入れる
⑧グラフィックや空間的な造形媒体を用いる

意味の創造と
してのデザイ
ン

デザインを「モノに意味を与えること（making sense of things）」とみなす。
このディスコースでは，人々が実際にはものの物質的な質ではなく，モノの意味にもとづいて理解し，
行動することに注目する。
そのため，このディスコースでは，デザインの核を「モノが有する意味」であるとし，人工物はその
意味を伝えるための媒介物であると考える（Krippendorff, 1989）。
このディスコースの中で，Krippendorff（2006）は，プロフェッショナルのデザインには技術中心デザ
インと人間中心デザインの 2つがあることを指摘する。
技術中心デザインは，技術的合理性にもとづき，デザイナーやクライアントが持つ文脈を問題状況に
当てはめる「改善」的な行為である。これは，Simon（1969）による合理的な問題解決としてのデザ
インの考え方にもとづく。
他方で，人間中心デザインはユーザーのコミュニケーションやその他のステークホルダーとの間で
形成される「意味」を設計する行為である。このときデザイナーは自分以外の人々がどのように
どのようにモノによって媒介される意味を理解する必要がある。このデザイナーの理解に関して，
Krippendorffは「二次的理解」という概念を提唱する。この概念は，他者がどのように意味を理解して
いるのか，という他者の理解を自分の中に再帰的に埋め込むことである，とする。
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表 8：本稿で取り上げた論文におけるデザインアプローチへの言及の理論的検討（本稿における検討より筆者作成）
デザイン理論の
ディスコース

本稿で取り上げた
論文 デザインアプローチへの言及

人間の問題解決
行動としてのデザ
イン

van Buuren et al. 
（2020）

最適化としてのデザイン：問題に対する最良の解決策を見つけるための手法。複雑な問題を単純化し，解
決策としてまとめることを目的とする。Simon（1969）によるデザイン定義から派生した政策デザイン研究
の流れを汲む。合理性や客観性に基づく政策立案プロセスと相性が良い。

Hermus et al. 
（2020）

理論主導デザイン：データを活用して体系的に解決策の導出を目指す。
エビデンス主導デザイン：厳密な分析プロセスに基づくアイデア創出。
合意主導デザイン：計画と科学的知識に基づき支持を得ることで，解決策の実装をはかる。

Howlett（2020） 伝統的な政策デザイン：政策形成における政治的な側面や制約を深く理解し，それを踏まえて計画を立て
ることを重視する。ここでのデザインを用いる目的は，過去の事例を分析しながら，具体的な政策プロセ
スを明確化し，実現可能性を高めることである。専門家の知識を活用して政策課題を明確化し，背景文
脈や原則の理解に基づいて適切な政策ツールの選択を可能にするための議論が行われている。

Lewis et al. 
（2020）

合理的プロセスモデル：問題があらかじめ定義され，データ収集，予測，モデル分析といった手順を通じ
て体系的に解決策を導き出す。

Peters（2020） 伝統的な政策デザインアプローチ：技術的なアプローチが中心で，問題に対して有効な解決策のメカニズ
ムを創出することを目的とする。しかし，政策が抱える複雑さに対応できず，期待された成果を十分に発
揮できなかった。

省察的実践として
のデザイン 該当なし 該当なし

リベラルアーツと
してのデザイン 該当なし 該当なし

思考方法としての
デザイン

van Buuren et al. 
（2020）

探索としてのデザイン：創造性を高め，学習や実験を促進するための手法。新しい創造的な解決策を模索。
リビングラボや政策実験，プロトタイピングなどによる‘learning-by-doing’によって創造性を促進する手法
が該当する。

Lewis et al. 
（2020）

DTアプローチ：政策立案の認識的枠組みの中に，想像力，創造性，遊び心を取り入れる。
DTアプローチ：DTの適用は政策立案プロセスを，より自己修正的で不確実で曖昧なプロセスとして再構
築する。

Peters（2020） 新しいデザインアプローチの原則③曖昧さの容認：複雑性や不確実性を受け入れ，柔軟性を持つ。
新しいデザインアプローチの原則④体系的な問題解決：多領域を横断した解決策を追求。

意味の創造として
のデザイン 該当なし 該当なし

参加型デザイン van Buuren et al. 
（2020）

共創としてのデザイン：複数の利害関係者との共創，対話，センスメイキングを促す手法。伝統的に政策
立案に関わってきた専門家やコンサルだけではなく，市民やNGOなど複数の利害関係者との共創を志向
するコ・デザイン概念を中心として，参加型の様 な々実践を含む。多様な人々の視点を包括することで，
問題のリフレーミングを可能にすると考えられる。

Hermus et al. 
（2020）

統合志向デザイン：ユーザーや関係者の暗黙知を統合することで新たな知識生成を目指す。

Waardenburg and 
De Jong（2020）

デザインアプローチ：協働的なコラボレーションという政策形成の新たなガバナンスモデル。
PPAにおいて協働的なコラボレーションを促進するための環境条件：ボトムアップによる初期環境の設定，
チーム編成プロセスの促進

Olejniczak et al. 
（2020）

参加型志向：エスノグラフィー，インタビュー，ワークショップなどを活用し，ステークホルダーや市民を
巻き込んで解決策を共創するアプローチ。市民のアイデアを歓迎し，人間中心のコ・デザインを重視する。
一部のラボでは，プロトタイピングやテストにも参加者を巻き込み，解決策の社会的定着や受益者のエン
パワーメントを目指す。

Lewis et al. 
（2020）

DTモデル：人々の参加を志向するが，その目的は多様な参加者による創造性の促進である。

Peters（2020） 新しいデザインアプローチの原則②オープンかつ参加型のプロセス：市民や関係者を巻き込み，多様な視
点を取り入れる。

デザイン思考 Hermus et al. 
（2020）

ユーザー志向デザイン：プロトタイピングや実験的なアプローチによって，テストしながらアイデアを進化さ
せる。予測不可能な要素も受け入れ，参加者の積極的な関与を通じたよりオープンなプロセスとして進行
していく。
変革志向デザイン：ユーザーや現場からのフィードバックを重視し，将来の実装を意識。

Howlett（2020） デザイン思考アプローチ：市民の知識や視点を積極的に取り入れ，革新的な代替案の形成を推進しうる一
方で，政治的な制約や背景文脈への理解を欠く。実現可能性を高める取り組みとして政策ラボなどが設
立されている。

Waardenburg and 
De Jong（2020）

PPAにおいて協働的なコラボレーションを促進するための環境条件：実践からのフィードバックのためのス
ペースと時間，構造化された問題解決プロセス，ボトムアップによる初期環境の設定。

Peters（2020） 新しいデザインアプローチの原則①問題の探索範囲を広げる：問題を広く捉え，多様な介入手段を検討。
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Theoretical Examination 
of Design Concepts Embedded in Design Approaches 

in Public Policy and Administration
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Abstract:
The practice of incorporating design approaches into activities in the field of Public 

Policy and Administration (PPA) is increasing. These design approaches, often referred to 
as “new” design approaches in PPA, have gained academic attention under the frameworks 
of “Policy through Design” and “Design for Policy” (Bason, 2020; Mortati, Mullagh, and 
Schmidt, 2022).

However, from the perspective of public administration studies, it has been pointed out 
that knowledge regarding the implementation and operation of these new design approaches 
in PPA is insufficiently systematized (Clark and Craft, 2019; Howlett, 2020). To address this 
issue, this study aims to organize the design concepts currently being explored in PPA as an 
initial step toward systematizing knowledge about the introduction and operation of new 
design approaches. Specifically, seven of the nine papers included in the 2020 special issue 
of the international journal Policy and Politics were examined to explore the theoretical 
foundations of design approaches in PPA.

The results reveal the diversity of design concepts in PPA and highlight the lack of 
systematic organization, as pointed out by public administration studies. Furthermore, the 
trends in applying and introducing design approaches in PPA suggest that these approaches 
do not directly adopt the perspective often discussed in design research—where designers’ 
problem-solving and cognitive activities are seen as sources of innovation. Instead, these 
approaches tend to reference frameworks developed in the business domain and secondarily 
apply the concept of “design” to PPA.
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